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ABSTRACT
This paper looks at the development of tourism in Wakayama Prefecture during 
the so-called “Period of Confusion” of the 1990s. Local governments played 
a significant role in this period, but often chose to pursue a mass-tourism 
development route that was facing turning point. In common with other parts 
of Japan, local governments in Wakayama Prefecture constructed numerous 
tourism facilities, including public accommodation and “Michi-no-eki” roadside 
facilities selling local produce, and, tourist attractions. However, changes in the 
tourism industry have turned these facilities into a burden. There is a need to 
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から 1990年，1991年から 2000年，2001年以降という 4つの年代に区分して表，
さらにグラフにすると，以下のようになる（【表 2】および【図 1】）。
【表１】市町村別行政系観光施設数
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　この表およびグラフから，1990年代に行政が観光施設建設を積極的に進め
たことが明確に見て取ることができる。紀北，紀中地域では，1980年代から
先行的に行政が観光施設建設を行っているが，それが 1990年代に本格化し，
他の年代を圧倒する数の観光施設がこの期間に作られている。
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【図１】　和歌山県内の行政系観光施設の年代別建設数
【表２】和歌山県内の行政系観光施設の年代別建設数
，
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2―3．調査結果②－地域別の観光施設建設数
　行政系観光施設数を，さらに市町村別と年代別を組み合わせて見ると，【表 3】
のようになっている。80年代と 90年代については，その経過が分かるように
5年ごとの区分も内数として記している。
　この表から，紀北・紀中エリアで 1980年以前に行政による観光施設建設が
行われたのは，花園村，橋本市，南部町など限られた地域であることが分かる。
南部町，橋本市では国民宿舎が建設されており，花園村，由良町でも自然環境
を活用した宿泊施設，美浜町などではキャンプ場が作られている。すでに述べ
たように，この時期にはマスツーリズムの成長とともに民間主体の観光開発が
進むのだが，主要な観光地（白浜，高野山）周辺の民間投資が弱い地域で，行
政が主要な観光開発主体になっている。
　行政による観光施設建設が本格化するのは 1980年代，しかもその後半（1986
～ 1990）からである。この時期に，清水町や美山町が先行して観光施設建設
に取組み始めた様子が見て取れる。全国的にはバブル景気を背景とした旺盛な
観光投資に後押しされて，いくつかの地方自治体が地域活性化策として観光に
取組み始めている時期である。和歌山県でもこの動きに符合する状況がみられ
る。和歌山県内では明確な相関はないが，全国的には 1988年から 1989年にか
けて分配された「ふるさと創生事業」もこうした観光施設建設をさらに後押し
することになった。
　そして，90年代には多くの自治体が本格的に観光施設建設に邁進すること
になる。他の年代の 2倍以上の施設がこの 10年間に建設されている。
　しかも，建設に取組んだ自治体もほぼ全域に渡っている。打田町，橋本市，
高野口町，高野町，美浜町，由良町，印南町，南部町以外ではすべてこの時期
に観光施設建設が行われている。紀南地域と同様に，紀北，紀中地域でも，全
域的に行政が観光施設建設による観光振興に取組んだことが分かる。
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【表３】市町村別，年代別の行政系観光施設の建設数
74 経済理論　368号　2012年７月
　2000年代にはいると再び建設数は減少して，1980年代の水準に戻っている。
橋本市や高野口町の高速道路開通にあわせた関連施設や，広川町の「濱口吾稜
記念館」「津波防災記念センター」など，個々の市町村の事情によって作られ
た施設が多く，全県的な傾向として確認できるような『ブーム』はすでに過ぎ
去っている。
　このように 1990年代は，建設施設数が多いことでも，取組んだ地域が広範
囲にわたる点でも，行政主導による観光施設建設が活発に行われた時期だった
といえる。先に述べた「地理的拡大」が和歌山県全域でも確認できる。
2―4．調査結果④－観光施設の種別
　次ぎに，こうした観光施設の種別について見てみよう。
　本稿では，行政系観光施設について，
・宿泊施設（温泉宿泊施設，研修宿泊施設　等）
・キャンプ場
・体験・展示施設（スポーツ施設，一般的観光施設を含む）
・飲食・物販施設
・公園
・その他（日帰り入浴施設　等）
　という分類によって区分を試みている。行政系観光施設には，分類が難しい
複合的な施設も多いが，その場合には主たる機能から分類を行っている。
　紀北・紀中地域での種別ごとの経年変化は【表 4】および【図 2】のようになっ
ている。
　この地域の特徴を確認するために，紀南地域（【表 5】および【図 3】），さら
には和歌山県全体（【表 6】および【図 4】）についても表とグラフをあげておく。
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【表４】紀北・紀中地域の観光施設別の経年変化
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ĲķĲĹ 【図２】　紀北、紀中地域の観光施設別経年変化
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【表５】　紀南地域の観光施設別の経年変化
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Ĳĳ 【図３】　紀南地域の観光施設別の経年変化
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【表６】　和歌山県内の観光施設別の経年変化
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ĳıĳĶĴı 【図４】　和歌山県内の観光施設別の経年変化
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　紀北・紀中地域で 1990年代に建設された観光施設で，最も多いのは「体験・
展示施設」である。しかも，この期間に作られたものは，それなりに大型のも
のが多い。万葉館（和歌山市），みさと天文台（旧美里町），かわべ天文公園（旧
川辺町），わんぱく公園（海南市），清州の里（旧那賀町），恐竜ランド（旧花園村），
ふるさとふれあいの丘スポーツパーク（旧清水町）など，地域の代表的な集客
施設となったものがこの時期に建設されている。
　また，紀北・紀中地域でも紀南地域と同様にキャンプ場が多く作られている
が，それ以上に宿泊施設が多く作られている。これらの宿泊施設も，かじか荘（旧
美里町※新館築），滝原温泉ほたるの湯（広川町），きのくに中津荘（旧中津村），
美山温泉療養館（旧美山町）など，地域の中心的なものである。
　飲食・物販については，この時期に「道の駅」が作られだしたこともあり，
そうした施設を中心に本格的なものが多く作られている。ただし，紀南地域に
多くの道の駅が作られたのにたいして，紀北・紀中地域では道の駅の建設が遅
れて増え始めている。そのため，90年代だけを見ると，物販施設の数は相対
的に少なくなっている。ただし，紀の川市の「めっけもん広場」（行政系観光
施設ではないので今回の調査では対象外）の成功に示されるように，紀北地域
は大阪南部地域からの買い物需要が大きな観光要素になることが分かったのも
この時期である。それゆえ，それに対応して，その後も多くの物販施設が作ら
れている。
　このように，種別ごとに若干の違いはあるものの，紀北・紀中地域でも行政
の「本格的関与」を確認することができる。観光にこれまであまり取組んでこ
なかったところに行政主導の観光振興が拡大していくことで，集客用の観光施
設はもとより，宿泊，物販・飲食といった地域の中核的な観光施設が建設され
ることになった様子を見て取ることができる。
　以上の考察結果から，本稿の最初に確認した 1990年代の観光振興手法の特
徴は，和歌山県全域で見ても同様であると確認できる。その特徴をもう一度記
すと，
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①地方行政が観光振興に大きく関与するようになったこと。
②その関与が観光施設の建設やイベントを中心とした観光振興であったこと。
　である。こうした行政主導の施設建設型観光振興は，さらに
③地理的拡大
④本格的関与
　によって特徴づけられる。紀南地域と，紀北・紀中地域では観光施設の種別
に若干の違いは見られるものの，こうした特徴は県内全域で見られる。
3．行政系観光施設の今後
　1990年代に競うように作られた行政系観光施設の今後について最後に述べ
ておきたい。
　こうした施設の運営は，設立当初から様々な形態で行われてきたが，その多
くは，
①市町村の直営
②市町村が主な出資主体となった公益法人による運営
③施設が建設された地区組織への委託
　となっていた。
　指定管理者制度が導入されたことによって，これらの施設の多くが指定管理
者への委託へと切り替えられた。これによって，上記の主体に加えて，
④民間企業への委託
　が加わることになる。もちろん，指定管理者制度以前にも民間企業に運営が
委託される場合もあったが，同制度導入以降に④が増えている。こうした民間
企業には，地元企業の場合と，管理委託を専業とする専門業者の場合がある。
日高川町の場合には，町内の多くの施設を後者に委託している。
　民間の企業が新たに目立つようになってはいるが，指定管理者制度のもとで
も①～③の主体が変らず運営している場合も多い。ただし，大まかな傾向とし
ては，採算性が維持しにくい公共的な施設の場合には市町村の直営，採算性が
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ある程度期待できる施設は指定管理者に委託される場合がほとんどである。
　指定管理の場合に，いずれの主体が運営を委託するのかが良いのか，という
ことについては明確に述べることが難しい。というのも，委託されたそれぞれ
の市町村が当該施設にどのような意味づけを与えているのかに大きく左右され
るからである。雇用の拡大に主眼を置く場合には民間企業への委託よりも公益
法人への委託が選好されることが多いし，赤字削減が最優先課題の場合にはコ
スト意識が明確で経営の専門的な知識を持った民間企業が選好されることにな
る。
　ただし，どのような主体が良いのかを述べることは難しくても，今後こうし
た施設が地域の中心的な観光施設として利活用するには，「新しい観光」に対
応するための以下のような技術を持つ必要がある。
（4）
①地域づくりの技術
　観光によって広く地域にプラスの効果を発生させるとともに，地域住民を観
光に巻き込んでいく連携の核になるような機能。
②集客の技術
　自らの施設，およびその地域に観光客を集客するノウハウ。適切な集客方法
を開発し，自施設・自地域の PRを自ら行える機能。
　すでにふれたように，1990年代は観光の質的変化が大きく進んだ時期であ
る。「体験型」，「地域づくり型」，「着地型」と言われる「新しい観光」を実践
していくために必要とされるのが，この 2つの技術である。
　①については，すでに述べたように，観光全体が「地域づくり型」に進んで
いる中で，地域の魅力をなるべく多く活用することが求められている。そのた
め地域住民の巻き込みと連携は，これからの観光振興に必要不可欠な技術であ
る。これまでの観光では「施設を作れば客が来る」という発想だったが，すで
にそういう時代ではない。そのため，地域の魅力を広く観光に活用することが
（ 4）これからの観光に必要な「二つの技術」については，前掲拙著〔2010〕を参照。
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求められている。「地域資源」を活用するための「地域連携」が多くの地域で
観光振興の最重要課題として認識されている。
　こうした施設は建設自体が目的とされる場合が多く，地域連携や，地域資源
の活用が真剣に検討されない場合が多かった。いわば「場所借り」的な施設も
多く見られた。しかし，1990年代に建設された行政系観光施設の多くは地域
の拠点的な観光施設なので，今後は「地域づくり」の核となる施設としての活
用が望まれる。物販や体験型観光の提供などによって，なるべく地域の多くの
人がその施設を活用して観光に参加できるようにするとともに，観光の恩恵が
広く地域住民に行き渡るようにすることが必要である。これによって，地域の
魅力を活かした観光施設として，その施設自体の魅力も高めていくことができ
る。
　そして，こうした施設は黙っていてもお客が来てくれるという事態は望めな
くなっているので，みずから集客を行えるノウハウも今後育成していく必要が
ある。それが②の集客の技術である。ただし，脱マスツーリズムの流れの中で，
集客の方法もまた，これまでの旅行会社への依存から大きく転換している。い
わば観光の世界でも流通（＝集客）の変革が急速に進むことによって，多様な
集客方法が利用できるようになっている。
　どのような集客方法が良いのかは，地域の状況に大きく依存している。つま
り，どこにでも通用する有効な集客方法というのはなく，多様な集客方法の中
から地域の特性にあった集客方法をそれぞれの地域が選んでいく時代に入って
いる。その際に，施設そのものへの集客というよりも，その地域特性を踏まえ
て，地域全体への来訪者の増大を促すようなノウハウが重要になる。集客とい
う点でも，地域の観光の核になることが望まれる。
　それゆえ，行政系観光施設の運営主体は，公社が良いのか民間企業が良いの
か，という点が問題なのではなく，いずれの主体であってもこうした二つの技
術（機能）を持つことが今後の観光振興には必要不可欠である。たいていの場合，
公社は地域づくり的な志向が高く（とは言っても，「地域づくりの技術」は全
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く不足しているのだが），民間企業は集客ための技術が高い。しかし，片方の
技術だけでは有効な活用は望めない。それゆえ，不足している技術やノウハウ
を積極的に習得，育成することによって，『新しい観光』への変化に対応でき
る「地域のための観光施設」として有効に利用していけるかどうかが問われる
時代になっている。
